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結 核 死 亡 の 社 会 生 物 学 的 解 析

(1)人 口学的諸要素の結核死亡に及 ぼす影響 の解析

札 蜆 医 科 大 学 衛 生 学 教 室

金光正次 ・米田達夫 ・宮下俊彦

(昭 和26年7・ 月10日 受 付)

緒 言

伝 染性疾患 の疫学的現 象は純生物学的法劉に よつて律

され るとともに,程 度 の差 はあるが総てその地域 の祉会

状 態の支配 を受け る◎特 に結核 においては之が発病,死

亡並 びに通疫の生成等 の生物学的現象の発現 に著 しい影

響 を及ぼす ことが知 られてい る◎従 つて,結 核 は古 くか

ら社会医学の耐象 となつて,社 会経 潴的諸因子 の本疾患

に対す る疫学的意義が検討 されて きたが,(t-t4)(Z1-9「')こ

れ迄 の報告を通 覧す るとこの課題の研究 になお考慮すべ

き点 があ るように思われ る◎

まず感 じられ るのは同一の社会的因子の影響に対 して

屡 々著 しい地域的特異性が見られ ることであ る。例えば

産業の工業化傾向 の結捜死亡に及ぼす影響 も我 国 と欧米

諸国 とでは相反 してい る如 くである。(自♪働 かか る地域

的特異 性が 社会現象に よつて説明 され る=場合 もあるが,

〈5-7X菰り 大多数 の報 告では推 論に止 まつてい るよ うに思

われ る◎問題 の性質上多種多様 の因子の複雑 な相互作用

を法則化す ることは決 して容易 とはいえないが,地 域的

特異性 の本態 を究明する ことによつて この点 も次第に明

らかにされ ると思われ る◎ この研究はまた挫会医学的研

究 の成果 を実際面に応用す る際 に も必要 であ る◎す なわ

ち我國 の現状からすれば結 核予防 の対 象は余 りに も広汎

である為に,在 来 の如 き綜合的対策 は実施が徹底 しない

憾があ る。む しろ地域短に結 捜の疫学的特性を明らかに

して予幽対策の主目標を定め,之 に頭点的に力を注ぐ方

が予防効 果が上 るのではないかと考 えられ る。 この為に

も地域的研究が必要であ り,そ れにはまず資 料の性質や

社会的因子の設定等 に も考慮すべ き 点が 少 く ない と 思

㌔ 次 に資料の解析方 法であるが,こ れ迄 の多 くの報告

ほ主 と して部分相関法 を用いてい るが,そ の結論は殆ん

ど皆大標本理論 に基 いた ものであ る◎

以上の諸点 を考慮 して我 々はまず北 海道 を対 象と して

之 を市町村 単位 に分 ち,社 会経 済的変動 の最 も激 しかつ

た終戦後5ケ 年 について結核死亡に対す る社会的因子の

影響 を推計学的 に解析 しひ諸因子 の意義 を考察す るとと

亀に有意 なる未知の囚子を求 めよ うと試みた。

1資 料

従来のこの種の研究には多種多様の祉会的及び経済的

現 象が因子 と して設定 されてい るが,我 々はまず次の如

き社会生物学的因子 を選 んだ◎す なわち全道 の各市町村

(昭和24年 現在14市,70町,195村)に ついて昭和20年 より

24年 に至る各年毎 に次 の事項 を調査 した9

1

2

3

4

性別及び年令別人口

行政担当区域面積に対する人口密度

昭和20年の入口を規準とする人口増加率

産業形態

昭和24年 の産業別人 口表㈹ に よ り農業 及び漁業に従

事す る人 口が他 のいずれ の職種の就 業人 口に比べても10

倍以 上に達す る ものを純農,漁 業地区 と し,之 の人口に

対す るそれ以外の就業人 口の比 を以 て産業形態の進化の

段 階を示す ものと した餐

次 に保健所 及び町村役場 の資料に基いて各年 の性別並

びに年令別全結 核死亡数を求 め,さ らにこの年間 に結核

病床数20床 以上 を有チ る道内病院,療 養所 において死亡

した結核患 者を入院簿 によつてそれぞれ患 者の現住地に

還元補正 し編 この際引揚者 と復員者は総 て除外 した¢

以 上の補 正された結核死亡数に基いて各市町村の訂正

結 懐死亡率(Rce)を 各年毎 に算 出 した。

∬ 解 析 方 法

我 々はこの研究 において次 の ような方法 を試みた¢す

なわち上述 の4因 子をそれ ぞれ階級別 して16箇 の複合因 聯
へ き

子階級 を作 り,全 市 町村 を各年毎 にそれ 自身の有する因

子標識 に従つてそれぞれ の複 合階級 に群別 した◎次に訂

正結 捜死亡率(Rco)をFisherの 逆正弦変換法㈹ ㈹

0=8加 ハ/Rc◎

によつて変数変換 を行い,各 群 の変 量 θの分布 を確率紙

に画 くと第1図 の如 くなつて近似的 に正規型 をなす とい

える。資料の数は本質上有限 であ るが,以 上 の事 実から

各複合因子階級琳に属す町村はそれぞれ の群の因子標識

を有す る無 限正規 母集団か らの任意標本 と見倣す ことが

できる¢ よつて我 々は この想定の下 に各因子の有意性を

変蚤分析 法を用いて検 討 しようと試みた◎ しか しこめ場

合には資料の性質 と数 の上か ら各群の度数 に著 しい劇約

が伴い(例 えば人 口の少い群 では窃度 の稀薄な純農漁村

が圧倒的に多 い)・従つて資料をorth◎gena1に 組立て

ることが不可能なので・Ya細 に従つて交互作用の有意

一20一
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第 2 表

一P(人 口):

薦 鋤 轟 等

講聾

糞爵

詮ノ

D(人 口密 度);

T(人 口増 加 率):

A(産 業);

も
な場 合 に はweightedgqu#resof

meansの 方法 を9t7　ig)之 を無 視 し

得 る場 合 に はfittiRgc◎nstalttg

(茎7-4恥 〃)方法 を用 い て変 量 分 析

を行 つた 。 そ して分 析 の 結 果 と級

度 数 を考 察 して さ ら に各 ζ1因 子

を固 定 して,他 の囚 子 に つ い て検

定 の 精 度 が最 も高 ま る如 く改 めで

階 級 分 け を行 い平 均 値 の比 較 を試

みた 。以 上 の方 式 を表 示 す る と第

1表 の如 くな るo

P蓋(-10,000),P馨(10,000-),

P;s(50,000-)

DI(-100/kkm),Dff(100-/kkm)

TI(昭 和20年 人 口 に対 す る千 分 比が

UOO未 満)

T■(同110⑪ 以 上)

但 し昭 和21年 は1050で 区分 し た。

AI(農 漁 就業 人 口に対 す るそ の他 の

就 業 人 口の比 率 が50%未 満)

Ax(同50%以 上)

人 口密度,人 口増 加 率 は そ の大 い さの順 に

Di<D詫 くDtl,Ti<T2<T,,

産 業 は商 工業 化 の進 む に従 つ て 夢馬 く現 く堀 と した。
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分析 の数値 は紙面 の関係上省略

し検定 の結 果のみ につ いて 述べ

るe各 年の成績 をまとめて第2表

に示 した。入 口5万 以上の(P3)

群に属す区域 はその数 が 少 い 上

に,都 市の性格上殆 んど総て同一

の因子階級群に含 まれ る為に分析

の対 象とな し得 ない ので この表 に

は除 いた。

AI

D
T

TXD

A司
D£ID≦ ひD三 ひ

ii《D3D1くD聖 Di《D,

(一)ゆ

(表 の説 明)不 等記 畢 〉,〉,》 は そ れ ぞ れ危 険 率10%,5%,1%で 各 因 子 階 級 の

変量6の 平均 値 に有意 の差 が あ る こ とを示 す"一例 え ばT1>T:sは 因 子 丁に関 して

伽>OT2>6T3な る関 係 が あ るが,検 定 の結 果5%の 危 険 率 でOTひ6猟 と認 め得

るこ とを示 して い る◎又(一)は 有 意 の差 が認 め られ な い が級 内度 数5以 下 の もの

が含 まれて い る場 合 で あ り,交 互 作 用 の 欄 の+は5%の 危 険 率 で この 項 が 有意 な

る ことを現 わ して い るo、

～21～

1)人 口増加の影響

第2表 か ら人 口増加因子(T)

の作 用について次 の点が注 目され

る。す なわち(T)は 人 口の少い

(PD群 に昭和21,22年 においての

み有意 とな り,人 口の多い(Pの

群 では全年 を通 じて有意 とならな

い こと,及 び人口増加率の低い町

村の方が結 穣死亡率は高い ことで

あ る◎ この現 象を説明す る為には
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第 3表

人 口増 加 率

…

P箆昭 利21年
、P

2

22 ま

ウね

P

P

一・900 900一

%%

ユ2(7.1)ユ20(71,0)

5(5.6)56(62.9)
…

23

29(18。7)

10(9.8)

蓋

ウ帽

P

P
21「13。9)

4ぐ3.8)

24?sl
編{

13(9.0)

5(4.7)

1000-一

%
27(16.0)

24(27。0)

93(60。0)

57(55.9)

1100一

%
10(5、9)

4(4・5)

29(18.7)
29(28.5)

71(47.0)
41(38.3)

42(27.8)
44(4L1)

50(35.0)

32(29。9)

54(37.8)

40、37.4)

1200一

%

4(2.6)

6(5。8)

17(IL3)
18(16.8)

26(18、2)

30(30.0)

X2

4.51一
7。69

～

が
12。52

4.77

種 々の見点か ら考察 しなければな らないが,ま ず本因子

が特定 の年次 に特定 の人 口群 にのみ有意 となつ た原因 を

人口現象の立場 から検討 して見た◎す なわ ち終戦直後の

我国の人 口状態 は都市地方 ともに極 めて異常な ものであ

つたが㈹,我 々が ここに因子 として郵 んだ人 口増加率は

それの含む意義 において この人 口現 象を表示す る1指 標

と考え ることが できる◎ よつて試 みに人 口増加率の人 口

の大い さに因 る変動 とその年次的変動を調べて見ると第

3表 の如 くな り,昭 和22,23年 において人 口の大 いさに

より人 口増加 の状態 が異 るといえ るeし か し之 と第2表

に認められた姻子 《野 の結核死亡率に対す る影響 の有

意性を並 べると第4表 とな り,両 者の周 に特 に密接 な関

連は認 められず・む しろ因子(T)の 影響 の方が入 口現

象の変動 に先行 して現 われてい るゆ従 つて因子(T)が

特 定の年次に特定人 口地区に有意 となつた理由は人 口増

加状態 を以ては説明 し難い馨

算4表

第5表
N＼ 人 ロ密度

(方粁)因
子 ＼

100 100一 300一

人 口増加率
(T)の 有意性

AI

P正A
■

%

97(85。0)

35(81.4)

%

14(12.2)

7(16・3)

%
3(28)

1(2.3)

P2
Ar

A∬

38(80.8)

43(71.6)

8(17。0)

10(16.6)

1(2,2)

7(U・8)

3)産 業 形態 の影響

年 度 xg

　

昭 和21剰4・51

1劉 、器
244,77〆

十

+

2)人 口密度 の影葎

第2表 に明 らかなよ うに人 口密度困子(D)の 影響は入

口多 も 且つ,産 業形態 の進化 した地 区群(P2All)に お

いてのみ有意 とな り,人 口密度 の高い地区は結 核死亡率

略また高 い とい える撫一般 に人 口が多 く産業 形態が 進化

す るに従つ て人 口密度は急速 に高 まる傾向があ り,我 々

の資料 において も第5表 の如 く同様 の傾向が見 られ る。

従つて因子(D)がrp鹸 互欝 において のみ有意 となつた

のは,こ の群が著 しく人 口密度 を異にす る地 区を含 んで

い る為 とも解 され る◎又他 の群では本因 子が有意 となら

ない ことを本 表と対照す れば,人 口密度 の影 響は方粁

300入 以下 では結核死亡に対 して特 に差異が ない ともい

い得 るむ

第2表 に明 らかな よ うに産 業因子(A)の 影響は商工

業化 が進 むに従つて結核死亡率 も上昇す るといえる,又

表において本因子が人 口の大 き さと密度 には余 り関係が

な く有意 に現われている こと,並 び に(Pi)群 では因子

(D)が 未 だ有意 とな らないに拘 らず本因子が有意 に現わ

れてい ることが注 目され る。 このことは人 口の少い僻村

では産業の商工 業化の結核死亡 に及ぼす影響ほ,人 口密

度の増加 よりも強 力且つ,鋭 敏 であ ることを示す ものと'

思われ るcな お第2表 において因子(A)の 影響が年次

を遡 るに鎚つて薄れているが,之 は資料の関係から昭和

22年 の産業 形態 をそのま 工過去 の各年 に対 して も適用 し

た為 に,年 次 を遡 るに従 つて笑際 の状態 と相違 している

ことに囚 ると考えられ る。叉昭和24年 にお いて入口稀 .

薄なぐPIDI)群 の結核死亡率が,高 度に進化 した産業を

営む(A{)群 ではかえつて低い傾向が見 られるが この理由

は明 らかでない◎

4)人 口の大い さの影響

(1)の成績 で人 口増加 の影響は一時的 の現象であること

を知つ たので,之 を誤差項 に混 同 して人 口密度(D)と 産

業形聾(A)を 固定 して人 口(P)の 影響 を調ぺ ると第6

表 の如 ぐなる。すなわちPiとP2,及 びPiとP,,geの 聞に

それぞれ有意の差 が認 められ,人 口大な る地区は他の因

子 の影響を除 いて も結核死亡率が高いといえる◎ しかし

P2とP・ ・の間には全年 を通 じて有意の差が 現 われない

ことよ り・人qが1万 以上 に達ず るとこの因子 の影響は

著 しく弱 化す るものと考 えられ る◎

22-一 一,、
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第6表

A・lA・A・l

P,<P・lp,<噛 くP・Pl<P・IPI<焦{騙

2・ ト!

"』21

22

一 ト

1■ 一 一

+■ 一

「τ「
++卜

23!+卜+i-1+卜

24 ■ 一1■+卜

駐 十 は5%の 危 険率 でPに 関 す る想定 が 認 め られ

"る こ とを示 す
O

PiSに はDr群 及びDπAr群 に属 す もの はな いO

IV考1按

以上の解析成績を綜合す ると一般に人口と入 口密度 を

増すに従い,文 産業形態が商工業化す るに従 つて結核死

亡率も上昇す るが,人 口増加 の影響は之 に反 して増加率

が高い程結桜死亡率は低下 し,し か もこの影響 は一過性

のものであると認めることがで きる○ この硫績 を従来の

報告 と対比す ると,そ れ ぞれの因子の意義 について一致

するものとしないもの槻 られる・すな絶 加 の大い

さに関 しては大人 口地区程 結 捜死 亡率が 高い傾 向があ

り,最近の渡辺(鋤Y劇 曲 ぎ伽 轡 空2)等の報 告において 竜

同様であるが,我 々は都市化 に必然的に伴 う人 口密度 と

産業形態の影響を除去 して もなお この因子が結核死亡 に

対 して有意に作用す ることを認 めた。 しか し人 口が1万

以上に達す ると人口の大い さの影響が認 め難 くな るが,

之は吉岡⑳)の い うよ うに通疫 の生成や保健 衛生施設 の

充実その他大人 口集団 の有す る諸種 の因子の作用によつ

て,大 都市 の結懐死亡率が次第に低下す る為であると思

われる◎人 口密度 の影響についてはW磁r④,佐 野〈8>,

吉岡(ゆ,青 木㈹ 等 の部分 相関法 を用いて解析 した報 告

があるが,こ れ等 を綜合すると欧米においては既 に1930

年頃に本因子の有意性が認められ ないが,我 国では1940

年に至つて零次相関が無意となつてい る◎ しか し我 々の

成績 では念 口・産業形態及び人 口増加率の3因 子 を固定

してもなお特定の地 区群 において本因子が連年恒常的 に

しかも高度 に有意 となつたゆ人 口密度 の影響 が近年に至

つて各国共 に次第に薄れて きた理由を青木⑯ は通疫 の

生成に帰 してい るが,こ の見解によれば本道は結 懐に対

して未だ十分 なる通疫が生 じていない と考え られ る。 ど

のことはまた上に述べた人 口の影響が本道においては僻

村 と大都市 との結核死亡率 に対 して恒常的 に有意 となつ

でいることに よつて も肯定 されてい ると思 うつ

次に産業の商工業化の影響 を考察す るに欧米諸国にお

いてはGree"woodtt・Wolff(s)W◎lff(か4)等 によれば

西 欧諸国においては既 に第1次 世界大戦以前 よ り産 業の

商工業化 と結 核死亡 の問 に高度 に有意 なる逆相関のある

ことが知 られている○文米国ではDublin(5>の 生命保険

加入者 に関ナ る統 計によれば,工 業都市 の結懐死亡率の

低下 は饅村 に比べて著 しいが,1930年 には なお農村 よ り

高率 であると している#し か しWoIff〈4)は1934-35年

において結核死亡 率 と工業化指数 との聞に有意な らざる

逆相関 を認めてお り,西 欧諸國 と同 じ傾 向を示 しつ 玉あ

る ことを証明 したew之 に対 して我国では佐野 ㈹は1930年

度の肺結 核死亡率 と工業化指数 との間に高次相 関を以 て

も著 しく有意なる順相関 を認 あたが,青 木(鴎 によれば

1947年 において も零次及び人 口密度 を固定 した1次 相関

は依然 として有意 の綴頁相関を示 し,欧 米と相 反す ること

が立証 され ている毒我 々の成績 では人 口,人 口密度及び増

加率の3因 子の影響を除 いて も本因子 は明らか に結 捜死

亡に有意 なる作用を及ぼす ことが認 められ;全 国の傾 向

と完全 に一致す ることを知つた◎ しか し我 々は さらに之

を深 く分析 して本因子 の影響は人口の大い さ,人 口密度

と殆 ん ど無関係 に現われ ること及 び人 口稀薄 な地域 にお

いては密度の影響が有意 とな る以前 に商工業化 の影響が

有意 に現われ ることを見綴 した◎ このことは結核死亡 に

対す る両因子 の作用 の強 さを示す ものと考え られ て興陳

があ るとともに,農 漁村 においては生産物の加工業 が起

るに伴つて結 捜死亡率が鋭敏に上昇ず ることを意昧 し,

予 防対策上注 目すべき ことと思 ㌔ なお昭和忽年におい

て入 口稀薄な勉域の結捜死亡峯が著 しく商工業化の進んだ

町村 にか えつて低 い傾 向が見られ る。 この理 由は明 らか

でないが登産業 別人口構成 によつて判定 した童業の性格

は同位であつて も,小 町村 と大町村 とではそれの結 紅紗ε

亡 に及ぼす影響 は質的に異 るものが ある為 とも想傑され

る。以上 の成績 よ り本道においては産業労 働者に対す る

保健衛生 の充実が緊急の課題 であ ることが立証 された。

人 口増加 の結核死亡 に及 ぼす影響を論 じた報告は極 め

て少ない*W嶺f(■{〉 は各翻に亘 る広汎な資料 に基いて幽

生率 と結核死亡率 との聞に+O、52土013噸 る高度の順 相

関を認 めてい るが,鐵 生率 は必ず しも現実 の人 口増加 を

意昧す るとはい えず,さ らに出生率は他 の祉会的因子 と

緊密な連関 のあることが知 られてい る故に出生率の結核

死亡に対する意義 を直ちに人口増加率のそれ に対比す る

ことは園難 と思われる瀞我 々4)成績 では人 口増加率が高

い程結核死亡率が低いが,か 製る現象は人 口の少い町村

群に,しか も特定の年次 においてのみ認められ,前 述 の如

く之 を単 に入 口増加率の差 の大い さを以ては説 明 し得 な

い。 しか し本報告 に用いた人口増加率 は昭和20年 人 口を

規準 とす る各年人 口の比率 であつて,増 加の質的意嚢 に

は全然触れ ない所謂粗増加 率である◎従つて本 因子 はま

ず之 を質的 にさらに分解 した後 に結核死亡に対比 して解
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析すべ き性質の もの と思われ る。その成績 は後報 に改め

て発表す る筈 であるe

なお全般の分析 を通 じて交互作用 の有意性は昭和22年

の(PIDII)群 において産業 と人 口増加率 との間 に現わ

れた のみ であつたゆ

結 論

昭和20年 よ り24年迄 の連続5年 聞,北 海道各市町村の

結 核死亡 の状態 を社会生物学的見地 より推 計学的 に解析

して次 の結果 を得 た。

1)入 口の大い さを増す と ともに 結捜死 亡率 も上昇す

る。 しか し人 口が1万 以上 に達す るとその影響は著 し

く減弱す る◎

2)人 口密度 の増加 とともに結 核死亡率 も上昇す る◎ し

か しこの現象 は人 口1-5万,産 業形態の進化 した地

区においてのみ認 められ,極 めて恒常的 な ものであ る。

3)入 口増加率 が上昇 するに従 い結 捜死亡 率は低 下す

るg但 しこの現象は入 口1万 未満の地域に しか も一時

的に認められ るものである。 なお この現 象は各地区群

内の人 口増加薬の量的差異 を以ては説明 し難い◎

4)産 業が商工業化す るに伴い結捜死亡率は上昇 し,こ

の影響 は人 口の大い ざ,人 口密度及 び人 口増加率 とは

殆ん ど無関係 であ る。又 こφ因子の影響 は人口1万 未

満の地 においては轡度 の影響に先ん じて有意 とな る○

稿 を了 るに当 り,増 山元三郎博士の御教示に深謝す る

とともに,寅 料 の点で御配慮 をいた ゴいた北海道庁 衛生

部館正知 氏その他関係各位 に対 して感謝 ナるび又本研究

に対 して北海道医師会 より研究奨励金 を賜つ た。戴 に記

して感謝の意 を表す 恥
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